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手数料

　介護保険事業の適正な実施と円滑な運営及び継続性を確保した。

　島根県国民健康保険団体連合会が行う「介護保険者事務処理システム共同開発事業」で次の業務を行った。

　●制度改正等に伴うシステム開発及び改修委託料等 5,402,900円

　●共同開発事務処理システム運用支援負担金等 1,537,600円

　介護保険料の円滑な納入促進と滞納保険料の早期徴収により、介護保険財政の安定化を図った。

　●第１号被保険者（65歳以上）数　　13,908人（令和3年3月末）

　（1）要介護認定調査

　①認定調査

　●職員実施分　　　新規　554件、　　更新・変更　637件

　●事業所委託分　　891件

（施設単価　2,200円　在宅単価　3,300円） 2,695,000円

　②主治医意見書作成　　施設（新規・更新）　　在宅分（新規・更新）　　　9,806,478円

　（2）介護認定審査会

　●審査会開催　87回／年（１回当たり25～35人判定）   5,220,000円

　（3）令和2年度認定実績件数調 （単位：件）

（単位：件）

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

介護保険事業特別会計

小事業 － 総務費

事業開始年度 平成12年度 -

事業進捗度 － -

決算事項別明細書 P185

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

人件費コスト  B 3.95人役 27,811,950 円 総事業費　　A 124,848,528 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

当 初 予 算 額 137,187,000 円

目
的

介護保険事業の一般管理事業と保険料の
賦課・徴収、要介護認定審査等を実施す
る。予 算 現 額 133,960,000 円

決 算 額 124,848,528 円

財
源
内
訳

国・県支出金 2,786,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 316,337 円

一 般 財 源 121,746,191 円

【一般管理費】 78,182,577円 2,786,000円 0円 0円 75,396,577円

【介護認定審査会費】 37,589,861円 0円 0円 230,837円 37,359,024円

　職員や委託を受けた事業所が、申請者の自宅や施設を訪問し、心身の状態や生活、家族・居住環境などについ
て聞き取り調査を実施し、その結果と主治医意見書をコンピュータ入力し、一次判定を行った。

　要介護認定の判定を審査委員の合議により総合的に行うもので、介護サービスの利用者にとって介護のレベル
やサービスの量などを審議する重要な会議である。

新規申請 更新申請 介護申請 変更申請 転入継続他 計

【賦課徴収費】 4,145,505円 0円 0円 85,500円 4,060,005円

370 220 485 287 281 316

要介護5 計 非該当 申請取下 却下他 総計

552 1,326 143 225 6 2,252

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4

186 2,145 26 49 32 2,252



　介護保険運営協議会を開催し、介護保険事業計画等の進捗状況を点検・評価を行った。

　委員は、被保険者の代表者、医療、保健、福祉関係団体の代表者等１８名以内で組織する。

成果指標 目標値 実績値 差引

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の利用者数 190人 159人 △31人

4,930,585円【計画策定委員会費】 4,930,585円 0円 0円 0円
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A
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県

保険料外

要介護者、要支援者が利用した居宅介護（介護予防）サービス、施設介護サービス等給付費の支給を行った。

また島根県国民健康保険団体連合会への審査支払手数料の支払いを行った。

　●保険給付費 （単位：円）

合計 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

2,822 512 370 675 385 333 352 195

211 245 707 418 359 332 170

(41.2%) (66.2%) (104.7%) (108.6%) (107.8%) (94.3%) (87.2%)

205 235 481 253 153 87 31

(40.0%) (63.5%) (71.3%) (65.7%) (45.9%) (24.7%) (15.9%)

6 10 186 112 100 58 13

(1.2%) (2.7%) (27.6%) (29.1%) (30.0%) (16.5%) (6.7%)

0 0 40 53 106 187 126

(0.0%) (0.0%) (5.9%) (13.8%) (31.8%) (53.1%) (64.6%)

（介護保険事業状況報告 令和3年3月分）

決算事項別明細書 P187

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

介護保険事業特別会計

小事業 － 保険給付費

事業開始年度 平成12年度 -

事業進捗度 － -

人件費コスト  B 2.0人役 14,082,000 円 総事業費　　A 4,309,238,525 円

当 初 予 算 額 4,720,278,000 円

目
的

要介護者・要支援者が尊厳を保持し、有
する能力に応じ自立した日常生活を営む
ことができるよう、必要な介護サービス
を提供し保険給付を行う。

予 算 現 額 4,517,719,000 円

決 算 額 4,309,238,525 円

財
源
内
訳

国・県支出金 1,689,650,084 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 2,034,747,991 円

一 般 財 源 584,840,450 円

地域密着型サービス 1,000,207,280 高額介護サービス 90,967,678

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

施設介護サービス 1,658,293,410 高額医療合算介護サービス 10,595,062

居宅介護サービス計画 167,759,397 特定入所者介護サービス 160,287,715

介護予防サービス 101,746,109 特別給付費 0

居宅介護サービス 1,075,970,235 審査支払手数料 5,000,635

うちサービス受給者数
及び受給率

2,442

居宅介護（介護予
防）サービス

1,445

地域密着型（介護予
防）サービス

485

施設介護サービス 512

地域密着型介護予防サービス 15,465,294

介護予防サービス計画 22,945,710 合計 4,309,238,525

要介護（要支援）認定者数

【保険給付費】 4,309,238,525円 1,689,650,084円 0円 2,034,747,991円 584,840,450円
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要支援者等の生活支援のニーズに対し、訪問・通所サービス等多様なサービスの提供を行った。

●介護予防・生活支援サービス事業

・第1号訪問事業（従前の介護予防訪問介護相当）の実施

・第1号通所事業（従前の介護予防通所介護相当）の実施

・介護予防ケアマネジメント事業

　全高齢者とその支援者を対象とする介護予防事業を実施した。

　●介護予防普及啓発事業

 普及啓発事業利用延人数 （人）

リハビリ専門職派遣 57 いきいき健康教室 2,868 地域型いきいき教室 552

797 3,058 68

●地域介護予防活動支援事業

　事業利用実績 （ヵ所） （人）

60 24 28

(新型コロナウイルス感染拡大防止のため利用は減少した）

・介護予防マネジメント事業 ・総合相談事業

・権利擁護事業 ・包括的・継続的マネジメント事業

　●安来市介護保険運営協議会を開催し、包括支援センターの運営について評価を行った。

　●地域包括支援システムを運用し、総合事業対象者及び、予防給付のマネジメント業務を一元管理した。

　●高齢者虐待防止対策事業　　高齢者虐待防止対策協議会（代表者会　9月　　実務者会　8月　書面審議）

　　高齢者虐待防止対策協議会を開催し、関係機関と連携し虐待の早期発見、防止等を行った。　

　●生活支援体制整備事業を安来市社会福祉協議会に委託し、地域での生活支援の体制づくりを推進した。　　

　●認知症対策推進事業を安来市地域包括支援センターに委託し、認知症対策の強化を図った。

　●医療介護連携事業を安来市医師会に委託し、医療と介護の連携の推進を図った。

　介護相談員派遣事業、介護給付費等費用適正化事業を実施した。

　認知症サポーター養成講座、家族介護用品支給等の家族介護支援事業を実施した。

決算事項別明細書 P189

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

介護保険事業特別会計

小事業 － 地域支援事業費

事業開始年度 平成18年度 -

事業進捗度 － -

人件費コスト  B 1.9人役 13,377,900 円 総事業費　　A 266,697,070 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

当 初 予 算 額 295,847,000 円

目
的

要介護・要支援状態となることを予防す
るとともに、要介護状態となった場合に
も、可能な限り地域において自立した日
常生活を営むことができるよう支援す
る。

予 算 現 額 290,615,000 円

決 算 額 266,697,070 円

財
源
内
訳

国・県支出金 135,731,592 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 87,681,695 円

一 般 財 源 43,283,783 円

成果指標 目標値 実績値 差引

【介護予防・生活支援サービス事業費】 128,954,585円 62,810,240円 0円 50,025,021円 16,119,324円

ふれあい講座 運動機能向上支援 口腔機能向上支援

ミニサロン自治会数 ミニデイ地区数 ボランティア養成講座参加者

ボランティア登録人数(人) 215 157 △ 58

【一般介護予防事業費】 24,396,817円 9,355,195円 0円 12,068,469円 2,973,153円

【包括的支援事業費】 106,703,240円 59,881,743円 0円 23,855,239円 22,966,258円

　●安来市地域包括支援センター運営業務を安来市社会福祉協議会へ委託し、包括的支援事業を実施した。

【任意事業費】 5,848,028円 3,377,234円 0円 1,345,046円 1,125,748円



　●審査支払手数料

　　島根県国民健康保険団体連合会に委託している介護予防・生活支援サービス費の審査支払処理にかかる

　　手数料

　●高額総合事業サービス費

　　総合事業サービス費の利用者負担額が上限額を超えた場合、その超えた額を支給した。

　●高額医療合算総合事業サービス費

　　医療と総合事業サービス費の年間の自己負担額が限度額を超えた場合、その超えた額を支給した。

【その他諸費】 794,400円 307,180円 0円 387,920円 99,300円


